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いる。
一方で計量経済学的な見地か らも,デ ータの統計的性質 とその影響 に関す
る研究がなされてきた。特に時系列分析をお こなう場合に重視 されている変
数の統計的時系列的性質は,デ ータの非定常性である。一般に非定常変数 は
ランダムウォーク(乱歩過程)あ るいは和分過程に従 うといわれる。 このよ
うな非定常な変数どうしの間では,無 相関な変数間の回帰であっても 「見せ
かけの回帰」が起 こる事は,当 初GrangerandNewbold(1974)で指摘 さ
れた。この 「見せかけの回帰」を回避する方法の一っは,階差をとることに
よって変数を定常化 し,その階差変数で回帰をおこなうことである。しかし,
階差変数のみを用いて回帰をおこなうと今度は経済変数の レベルに関する情
報が欠落 して しまうという問題が生 じる。 この問題に一定の解決を与えたの
が共和分の概念である。共和分とは,複数の和分過程に従 う変数が,共 に変
動するためにその1次結合が定常過程になることを意味する。 この共和分の
関係を利用することにより非定常変数を直接用いた分析が可能となった。い
わゆる,共和分検定 とは非定常な変数間に共和分の関係があるか否かを確か
める検定である。一方,実 際に変数が非定常か否かを確認する検定が単位根
検定と呼ばれる一連の検定である。良 く知 られているNelsonandPlosser
(1982)の報告以来,時 系列モデルを構築 して分析をおこなうことに先だ っ
て経済時系列変数に関 して単位根検定を実施することが多 くなっている。ま
たそれに伴い,マ クロ計量経済分析モデルではこの単位根検定や共和分検定
を利用 して誤差修正モデル(ECM)等で実証モデルを構築する研究 も近年
では多い。
本稿の目的は,以 ヒのような物価指数に関する経済統計の調査および集計
上からの問題意識 と批判を,計 量経済学的な非定常検定の見地か ら考えるこ
とである。指摘されているように,物 価指数が他の経済統計データとは異な
る統計的性質を示す可能性を考えた場合,計 量分析の観点か ら特に問題にな
るのは上記の非定常性であろう。 もし統計的性質に差があれば,物 価変数が
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1物価指数の時系列的パフォーマンスの検証
単位根検定において他の経済変数とは異なった時系列的パ フォーマンスを示
す可能性がある。従来か ら時系列的パフォーマンスの著 しく異なる変数がモ
デル内に混在することは,モ デル内の変数の和分次数が統一されていないと
いう意味で好ましくないとされている。 しか し,各変数の和分次数の違いが
経済のファンダメンタルズや当該変数の理論的性質に基づ く場合,変 数のパ
フォーマンスに差が出ることは当然でありやむを得ない。だが,も しいくっ
かの物価指数の時系列的パフォーマ ンスの在り方だけが他の変数と比べて著
しく異なるとしたら,計量モデルの定式化やデータの選択を再考する必要が
あろう。変数の振舞いが異なる原因は,指摘 されているような指数変数特有
の調査・集計上の問題かも知れない。指数を計算 ・作成する過程で変数の安
定性や連続性に悪影響が与えられている可能性は充分あると思われる。 もち
ろん調査 ・集計上の問題は計量的手法のみによっては明らかに しにくい問題
である。従ってこの点に関 しては,よ り詳細な分析がさまざまな側面か らな
されることが重要なのは言 うまでもない。だが,特定の物価指数のパフォー
マンスが他の非指数変数と異なることは,先 の集計法に関する批判の妥当性
について一定の示唆を与えるであろう。いずれにしても,物価指数に対する
単位根検定結果は実証分析をおこなう場合にはおおいに注目されるべきであ
る。そのためここでは,具体的に物価指数を含む日米のいくつかの経済統計
時系列データに対し4種の単位根検定をおこない変数のパフォーマ ンスを検
証する。
本稿の構成は次の通 りである。まず,(2)で変数に対 して実施する4種の
単位根検定の具体的手続きを紹介する。(3)が本稿の中心であるが,こ こで
は検定に利用 したデータの紹介をした上で実際に検定をおこない,い くっか
の物価指数の性質を明 らかにする。最後に(4)で結論を述べる。
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(2)単位根検定の具体的手法 一4種 の検定
この節 で は本稿 で時系列 デー タのパ フォーマ ンスを検定す るために用 いた
4つの単位根検定 について,簡 単 に説 明 して お く。 本 稿 で利 用 した検 定 は
AugmentedDickey-Fuller検定(ADFテ ス ト),Phillips-Perron検定
(PPテス ト),構造 変化有 りのADFテ ス ト,移 動 平均型単位根検定(KPSS
テ ス ト)で ある。一般 に単位根検定 では帰無仮説 と対 立仮 説の モデル定式化
が場合 に応 じて複数存在す る。 また通常 の多 くの検定 と異 な り帰 無仮説下で
の検定統計量 の分布がt分 布やF分 布 にはな らない。 その点 に注意 しっっ以
ド,具 体的検定手順を中心 に見てお く(')。
(2-1)DFまたはADF検 定
まず最 もよ く用 い られて いるDickeyandFullerの方 法を紹 介す る。 この
検定 はDF検 定 と呼ばれてい る。検定 におけ る帰無仮説Hoは`単 位根 が存
在 する=系 列 は非定常'で ある。DF検 定 では,検 定統 計値 に は通常 の最小
2乗推定 の際 に算 出されるt値 およびF値 を使 う。 しか し,前 述 の よ うに帰
無仮説の もとで これ らの分布 はt分 布 やF分 布 に従わ ない。 なおDF検 定 に
っ いて は検定統 計量 の分布表 はFuller(1976)およびDickeyandFuller
(1981)または山本(1988)等に掲載 されてい る。 定 式 化 の違 い につ いて は
以下具体的に,〔1〕 か ら 〔Iv〕に分 類 して説明 す る。 誤差 項 πfはi.i.dで
あ る。
〔1〕帰無仮説Hoと 対立仮説H,モ デル定式化 は,
Ho:yr=鮎一1+π,,H,:〃`=α+β'+ρ窃_1+Z4,
(1)以下の単位根検定に関す るより詳細な議論 は,参 考文献に挙げた原論文や,
Hatanaka(1996),Hamilton(1994)を見られたい。 本稿では検定統計量の
収束に関 しては説明を省略した。
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¶物価指数の時系列的パフォーマンスの検証
販説の下ではρの絶対値が1よ り小 さい とされ る。 一 般 に は両辺 か ら
を引いて,△跣=yr一ント1=α+β∫+φ鮎一1+π`
・,この回帰式で検定をお こな うことが多 い。 帰無 仮説 はHo:φ=p-1
軌 α=0,β=0,で ある。帰無仮説 に複数 の制 約 が あ るが実 際 の検定 に
のみのt統計量が用 い られ ることが多 く 巧検定 といわ れ る。 前 述 した
りこれはt分布に従 わないのでrt分布表を用 いる。棄却域 は負の裾で あ
1・〕E6:銑=α+〃卜1+π,,H,:9`=α+β'+Py卜1+ut
・モデルとしては上記の 〔1〕 と同 じであ るが帰 無仮 説 の下 で定数 項 α
約を課さない。 よ って帰無仮説 は ドリフ トを持っ乱歩過程 とな りHo:φ
,β=0。 この場合の φ=0の 検定 には 祐表 を使 う。棄 却域 は負 の裾 で
0
〕Ho:〃,:=α十窃_1十π,,H,:ya=α十Pyr-i十ut
『仮説の下で線形 トレン ドが含 まれず定数項 のみ含 まれ る場 合であ る。帰
,説 は ドリフ トのな い ラ ンダム ウオー クな ので,Ho:φ=0,α=0。 φ
'内の検定には τ
、表を用 いる。 棄却域 は負の裾で ある。
〕Ho:yt=〃卜1+ut,H,:yr=ρント1+π`
1も単純な場合で線形 トレン ドも定数項 も回帰式 に含 まれないモデル。 帰無
瓦:φ=0の 検定 は τ表 を使 う。棄却域 は負 の裾 であ る。
.,ころで,上 記のDF検 定の分布表 は誤差項 に系列相関 な しを前提 に求 め
M_・ている。そこで系列相関が ある場合 に も有効 な検定 が必要 であ るが,こ
題はDF検 定に誤差項 に相関が な くなるまで △写`のラグ値 を説明変数 に
ることで解決 され る。 この検定 はAugmentedDicky‐Fuller検定 も し
僻ADF検 定 と呼 ばれ検定統計量 は漸近的 にDF検 定 と同 じ分布 に従 う。
L
〔2-2)PP検定
項に系列相関な しが前提 とな ってい るDFテ ス トにお いて系列相関 が
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発生 した場合 にその解決策 と して,モ デルに ラグ項 を必要 なだ け加 えた もの
がADFテ ス トで あ る こ とは既 に述 べ た。 これ に対 して,Phillipsand
Perron(1988)はDFテス トと同様の帰無仮説 と対立仮説 の組 み合 わ せの も
とで,誤 差項 に関す る制約 を緩 あたPhillips-Perron検定(PPテ ス ト)を
提案 した。帰無仮説 と対立仮説 の定式化 に関 して は上記DFテ ス トの手続 き
の 〔II)〔皿〕 〔IV〕が対応 してい る。検 定統 計量の臨界値 は対応す るDFテ
ス トと同 じで ある。検定 に用 いるPP検 定統計量Zは 現 在 で はTSP等 の代
表的 アプ リケーシ ョンで簡単 に計算可能 であるが以 下ケー ス〔皿〕を例 にと っ
て簡単 に計算法 を紹介 してお く。 まず 〔m〕の帰無仮 説 と対立仮説 は
H,。:△yr=α+ut,H,:△鋳=α+φ 写卜1+ut
である。DF検 定で は誤差項 π,がi.i.dであ る ことが仮 定 され たがPP検 定
ではi⊥dは前提 とされない。従 ってutに関 して系列相 関や 不均 一分 散 も含
む ことになる。検定 はH,の モデルにおいて φ=0を 検定 す るこ とに な るの
だがPP検 定の場合の検定統計量Z、は誤差項 の系列 相関 等 を考慮 して以 下
のように表 され る。
乙 一(γ・/λ2)1!2tT-{12(ズー γ・)/λ}・{T・σび/・T}
ここでTは 期間 数,STは 自由度 で 除 した誤 差標 準 偏 差 でS2T=(T-2)-1
T
Eu;,`。はOLSで 計算 された φの推定値 φの 埴,σ 、Tはφの標鞠 差
ノ 　
で あ る。 ま た,乃 と λはurの 自 己相 関 に 関 す る指 標 で あ りr;=Tl
ゑ 嘱_λ2一 γ・+2,41{1一ブ/(q一ト1)}櫛 る・ 常 にTで 除す る こと
に注意されたい。また4は相関を何次 まで考えるかを表 している。現実の
検定統計量の計算ではutにOLS残差 吻 を代入す る。 このPP検 定統計量
Z.はDF検定統計量 τ.と同 じ漸近分布をする。
(2-3)構造変化 とDF検 定
Perron(1989)は系列の線形 トレン ドが あ る時 点 で屈 曲 した りあ るい は
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¶ジャンプするなどの構造変化 があ る場合 を考察 した。 その結果,変 化 を明示
的にモデルに含 まないDF検 定をす ると帰無仮説が受諾 されやす いと指摘 し
ている。っまり,構 造変化無 しと誤認 した定式化 で は時系列 が非定常 との結
論が下され易いので ある。 なお この構造変化 は1時 点 において想定 され,パ
ターンは3種 に分 け られて いる。 それぞれの対立仮説 モデルは以下 の様 にな
る。
《対立仮説》
モデルA:銑=α1+α2Dα+β1'+ρ銑_1+ut
モデルB:〃,=α1+Nlt+β2Dの'+ρ〃`_1+ut
モデルC:bt=α1+a2DU+β1'+βメ)T+ρ〃H+π`
書くダミー変数 は,TBを ブ レイクポイ ン トと してDUtはt>TBの とき1
で他時点ではゼロのダ ミー変数で あ り,DTお よびDT'は それ ぞれt>TB
においてDT=tとDT'=t-TBで 他時点 では ゼ ロの ダ ミー変 数で あ る。
この検定の場合 もモ デル の 両辺 か ら 忽,をひ い た階 差 モ デ ル の形 で 係 数
ρ一1=0検 定がお こなわれ る ことが多 い。注意 す べ き点 は,検 定統 計 量 の
臨界値が全期間中 どの時点 で トレン ドブ レイクが起 こったか に も依存す る点
である。 これに対 して λ=(ブ レイク以前の期間の長 さ)/(全期 間 の長 さ),
として各 λに対応す る臨界値が求 め られ ている。
(2-4)MA単位根の検定
以上のDF検定をはじめとする3種 の単位根検定 と異なり,帰無仮説の下
に定常過程がおかれ対立仮説の下に非定常過程が置かれる検定がMAモ デ
ルによる単位根検定である。 ランダムウオーク過程 △〃診=utは初期値を
ご　 ユ
〃1ニu,とすれば逐次代入 によ りyr=Σu=+utと なる。 この式 を次 のよ う
i=1
に書き換える。
yr一 δ(T-i=:u,)+ut
この表現ではδが0の とき銑 は定常,0以外の定数のときycは非定常過程
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に従うことがわかる。故にδに対 して帰無仮説Ho:δ=0,対 立仮説H,:
δ≠0,と して検定を作ればDF検 定とは逆の帰無および対立仮説を持っ検
定ができる。
具体的なMA単 位根検定の検定統計量算出手続 きを紹介 してお く。 帰無
仮説 ドではurを分散σ2の標準乱数としてy、=utとなる。ylの初期値 も乱
じ
数u,で あるか らη、=Σy:は 分散 がtQ2の和分過程 に従 う。 こ こで σ2の一
ま 　ゴ ど
致推 定量を ∂2=Σy,Z/Tとして,ST=Σ η1/∂2とすれ ば,帰 無仮 説 の も
じ 　 　 ユ 　
とで検定統 計量ST/T2はじっ は ∫1β(r)2drとい う収 束 をす る。B(r)2はウ
イーナー過程 もしくは ブラウン運動 とい われ る もの で あ る。 よ り複 雑 なyr
が初期値 に定数項 を含 む 〃1=μ。+uiの場 合 は η,と∂2のyrはyr-E(y)に
置 き換 えなければな らない。帰無仮 説下 の漸近 分布 も変化す る。 △yrがドリ
フ トを持っ場 合 は帰無仮 説 の下 でy=uo+'μ+ur。 よ って η,とσ2に含 ま
れるyrはyrをtと1(定 数項)に 回帰 した残 差 に置 き換 え る必 要が あ る。
これ らの臨界値の表 にっ いて はKwiatkowskiet.al.(1992)にあ り,こ の検
定 はKPSS検 定 とも呼ばれ る。
(3)検定結果
今回検定 に利用 したデー タは1972年第1四 半期か ら1999年第2四 半期 ま
での暦年 四半期時系列 であ る(2)。なお以下 のデー タにはすべて対数変換 を施
した。 まず非指数 デー タと して,季 節調整済国内総生産(Lgdp),コー ル レー
ト(LCR),対米 ドル為替 レー ト(LEXR)を 用 いた。次 に物 価指 数 は ア メ
リカ合衆国4種 類,日 本5種 類で以 ドの通 りであ る。
米国:GDPデ フ レー ター(Lpgdp.A),卸売 物 価指 数総 合(LwpiA),卸
(2)本稿 で 使 用 した デー タの 大 半 はNEEDS‐DataCLIPを利 用 し ダ ウ ン ロ ー ド し
た。
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△用いて物価動向自体を把握するためには価格変動が反映 されていたほうが良
い。 よって一般 にはラスパ レイス指数の方がパーシェ指数より望ましいとさ
れている。今回利用 した物価指数の基準時点にっいては,表1の2列 目に記
した。 この表1を みてもわかるように,我 々が広 く入手できる物価指数につ
いてはその基準時すら統一的でないことが多い。例えば日米の物価を比較す
る際に,同一名称の卸売物価指数を用いたとする。その場合でも,米国の物
価指数 は1982年の財の消費パ ターンを基準にして算出されている。一方 日
本の卸売物価指数は1995年の消費パ ターンで算出されていることになる。
指数計算における基準時をどの時点 とするかにより指数にゆがみと偏 り生じ,
それが変数の定常性の安定に影響を与えている可能性 もある。 このことか ら
も,時系列変数のパ フォーマンス検証の中でも物価指数にはとりわけ注意を
要すると考え られる。
以上のデータに対 して(2)で紹介 した4種 の単位根検定をおこなった結
果が末尾の添付資料2か ら資料5で ある。表には検定統計値に加え5%有 意
水準で帰無仮説を棄却 した場合には*を,1%有意水準で帰無仮説 を棄却 し
た場合には**を 記 した。それぞれの検定において帰無仮説が非定常である
か定常であるかは表の上段に記 してある④。まず,簡 単にそれぞれの検定結
果の表をみて総合判断を行なう際の注目点をあげてお く。
まず,資料2-1は単位根検定の中でも最 もよ く利用 されているADF検
定の結果である。ADF検定では誤差項の相関をなくすためラグ変数をモデ
ルに加えている。変数左の括弧()内 の数値が加えたラグの長 さである。
ラグ次数は誤差項の4次 までの系列相関を検定 し相関の無 くなった次数を選
択 した。T,τ。,Trはそれぞれ(2)で紹介 したADF検定のモデル 〔IV〕〔皿〕
〔II〕に対応する検定統計量である。当然定数項や トレンドを考慮すれば,
(4)単位根検定では帰無仮説 と対立仮説のモデル設定に常に注意が必要であるため,
敢えて記した。
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は定常に近づ く。 よ って帰無仮説 はτ→ τ、→Ttの順 に棄却 されや す く
らねばな らない。
'2-2は階差変数に関 して同様 にADF検 定 を実施 した結果 で あ る。
亜検定では既述のよ うにモデル設定が複数 あるため,階 差変 数へ の検 定
せて判断す ることで,よ り詳細 な系列 のパ フォーマ ンス検 証が可能で あ
綱 えば原系列yrが定数項(ド リフ ト)と トレン ドを持 っ定常 過 程 で あ
ρ<1と してyr,窃_1は,
.嚢α+β'+Pyr-i+π,
陣=α+β(t-1)+Pyr-2+z6`一】。
参て階差変数 △yrは,ut-u卜1=召,として,
=β+ρ△y卜1+θ,
る。これは,定 数項のみのあ る,ト レン ドを含 まない定常過程 であ る。
,渇て,ADF検 定の結果 が安定 的かっ無矛 盾であれば原 系列 が定 数項 と ト
餅ドをもっ定常過程な らば階差変数 は定数項 のある定常過程 と判定 され る
、一である。同様 に定数項 のみ持つ定常過程 は階差 をとれ ば定数項 も トレン
難無い純粋 なランダムウォーク過程 とな らなけれ ばな らない。以上 の こと
えると今回のADF検 定で はい くっかの変数 につ いて検定結果 の矛 盾 が
内でも生 じているよ うに思 われ る。 この点 につ いて は後 に詳細 に見 るこ
径する。
に資料3はPP検 定の結果で ある。 本稿 で はPP検 定 と してZ、検 定 を
置L
た。PP検定にお ける相関の ラグ次数 はラグを20期 まで想定 しAICに
決定 した。誤差項 の系列相 関 と不均 一 分散 を視 野 に入 れ るた め,概 ねケ
検定の場合よ りも長 いラグ期間 とな ってい る。理 論的に はADFとPP
Nは 同じ漸近分布を もち
,検 定結 果 も同 じであ ることが期待 され る。 しか
今回の小標本(サ ンプル数100余)の 結 果をみ るか ぎりADFよ りも帰:{
が棄却されやすいようである。階差変数に対するPP検定の結果は省
1してあるが,すべての変数に対 して1%有意水準で帰無仮説を棄却す る検
一31一
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定結果であった。従って,PP検定では検定内に結果の矛盾 は生 じていない
といえる。
資料4-1,資料4-2は構造変化のあるADFテ ス トの結果 と各 λに対す
る1%と5%の検定統計量の臨界値である。今回はモデルCを 用 いた検定を
行 った。構造変化の発生時点は各時点にダミー変数を挿入 し,最も検定統計
量の絶対値が大きくなった時点としている(5)。結果 として,我 が国の変数に
っいてはいわゆるバブル経済崩壊以後の時期に構造変化時期が集中 して しま
うこととなった。 またこの検定においても,すべての階差変数の検定で帰無
仮説が棄却 された。よってこの検定でも検定内に結果の矛盾は生 じていない
といえる⑥。また,こ の検定は構造変化があった場合に通常のADF検 定 に
よって定常過程が非定常 と誤認 され易い問題に対処する目的で作 られた。よっ
て,特 に通常のADF検定で帰無仮説が棄却 されなかった変数に注目 して結
果を見比べる必要がある。
最後にKPSS検定の結果が資料5で ある。本稿で実施 した単位根検定の
中では,KPSS検定のみ帰無仮説を定常過程においている。従って,帰 無仮
説 と対立仮説の組み合わせとしては他の3種 の検定と逆である。 この事から
KPSS検定と他の3種 の検定 は相互補完的といえよう。検定の結果,階 差を
取 らない変数にっいてはすべて帰無仮説が棄却された。また,階差変数にっ
いてもかなり多くの変数にっいて帰無仮説が棄却された。そこで,念 のため
階差を2度 とった変数にっいても検定を実施 した。その結果はすべての変数
(5)このような構造変化点の決定が構造分析上好ましいかは未知である。本稿で こ
のような決定法を採用 したのは,構造変化有りADF検 定の主たる目的を`構
造変化をモデル化 しないことにより,帰無仮説の棄却が不当に困難になる'こ
との排除と位置付けたためである。
(6)もちろんモデルAや モデルBを 想定 しすべてのパターンで検定を行えば矛盾
を生じる可能性はある。今回は結果表をこれ以上複雑にしないため分析をモデ
ルCに 限定 した。
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,いて帰無仮説を棄却できなかった。従 って,ADFに くらべ変数を定常
・断しやすい傾向がやや見られるものの,検定内では結果の矛盾は生 じて
門
ヤい。
・上をふまえて,検定結果を相互比較する。特に複数のモデルによる検定
酊能なADF検定を中心に,相 互の矛盾を検証 した。 その結果が以下の
・位根検定結果相互比較表〉である。基本的には第1列 の各変数に対 して
,検定を行った結果を,他 の検定結果と比較 した。矛盾がある場合には
,無矛盾な場合は◎を記入 している。ただ し,矛盾が1%と5%の 有意水
吻 検定結果の違い程度の場合に関 しては△を記 した。2列 目はADF検
夢3モデル内の相互矛盾を表 している。例えば,定 数項のみあるモデルで
販説が棄却される一方で,定数項 とトレンドがあるモデルで帰無仮説が
、1・されないといった矛盾を検証 している。3列目で はADF検 定内の矛盾
一〇え,主に先の資料2-2の検証ポイントとして述べた ことをチェックし
ら具体的には階差系列のADF検定結果 と原系列 のADF検 定結果 を比較
:いる。5列目は構造変化を考慮 したADF検定との対比である。構造変
J考慮すれば帰無仮説は棄却され易くなることを念頭に結果を検証 した。
営ルCを用いて検定を行 っているので直接の比較対象 はADF検 定のTt
・である。4列目と6列目はそれぞれADF検 定 とPP検 定,KPSS検定
国
・互比較である。対応するモデル定式化を考慮 して,PP検 定はADFの
ヨ定
,KPSS検定はzt検定との比較を行 った。KPSS検定については階差
②ADFテストと比較をしているが,原変数との対比でも以下の結果に
な差はない。最後に7列 目に×を1,△を0.5とカウン トし5っ の比較
適
驚っ矛盾が生 じたかを表記 した。
・Lgdp,LCR,LEXRの指数形式で ない3変 数 にっ いては一切 矛盾 は
→
凱なかった。単位根検定の結果からはこの3変 数の うちLgdp,LEXR
度階差をとることで定常となる和分過程1(1)と考え られる。他方LCR
1
《2)以上の様である。ただ,こ のLCRに関する検定結果は資料1に 見
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〈単位根検定結果相互比較表〉一 比較の中心はADF検定一
対ADF
対
階差ADF 対PP 対Break
階差ADF
対KPSS 矛盾個数
乙gdp 0 O 0 0 O 0
LCR O 0 O 0 0 0
LEXR 0 O O 0 0 0
ゐpgdpA 0 0 0 0 0 0
LwpiA X 0 △ 0 X 2.5
LcpiA X X X X X 5
ムpagA 0 0 n n 0 1
LPGDP 0 X O 0 X 2
LWPI n 0 0 X X 2.5
LCPI n X 0 0 X 2.5
Lj42 0 0 X 0 △ 1.5
Lpind D 0 O 0 X 1.5
られる1990年代の超低金利の影響が大きいと思われる。実際90年代のデー
タを除いて検定をしたところ安定 して1(1)結果が得 られた。
物価指数に関する結果はより複雑である。本稿で検証 した物価指数では単
位根検定結果が無矛盾だった物は米国のGDPデ フレーターのみであった。
この五pgdp.Aは1(1)と考えられ る。五pgdpA以外の物価指数 はすべてい
くっかの検定結果に矛盾が認め られた。最も,矛盾の大きかった米国の消費
者物価指数ではすべての比較において矛盾が存在 した。結果LcpiAの和分
次数を決定することはできなかった。その他の物価指数にっいて5っ の比較
中1～3個程度の矛盾があった。 この事から,物価指数 は非指数形式 の経済
統計よりも単位根検定結果が不安定な傾向があるといえる。また矛盾個数を
基準に評価すると,矛盾の大きさに以下の2っ の傾向が見受けられる。まず
第1に 日米ともに消費者物価指数の方が生産者 ・卸売物価よりも矛盾が大き
く検定結果が不安定である。第2の 傾向は卸売物価においても,製造業や農
業といった様に産業ごとに指数を算出 している変数の方が総合指数より矛盾
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的に少ないことである。 この傾向は物価指数算出の際の問題点が財の
'
1率を基準時に固定することにあるが産業を区切ることで財の範囲自体
できること。消費者が生産者 より財の流通過程において末端に位置す
に良く対応していると思われる。
いくっかの検定結果に矛盾があったLwpiA,LpagA,ムpgdp,LWPI,
ILj42,Lpindにっいて も和分次数を考えてみる。 矛盾点があ るため
た結論は導けないが一応PP検定 とKPSS検定両方の結果と矛盾 しな
勢モデル定式化パターンの豊富なADF検 定と階差変数のADF検 定結
する。その結果,資料2か ら5よ り我が国の ムpgdp,LWPI,LCP
°dの4変数は定常過程と結論 される
。 またLwpiA,LpagA,Lj42
数は1(1)と考えられる。 この事は変数の計量的性質の観点からは,
に為される共和分を用いた非定常分析において物価変数として利用
ものがかなり限定されることを意味 している(i)。
ろんいくつかの矛盾が結果の不安定を示唆 していることか らも,この
線 計時期やデータ数により変化する可能性がある。 しか し,本稿の結
物価指数に関しては他の経済変数よりも慎重な取 り扱 いが必要なこと
かであると思われる。
(4)結 論
紹は日米両国の経済統計時系列に対 して実証研究で しば しば用いられ
の単位根検定を実施 し,その検定結果を相互に比較 した。検証の結果,
武のデータは非指数データに比べて複数の単位根検定結果が相互に矛
r
起かも実証分析を行う際には,変数の和分次数以外にも留意 した選択が必要で
ある。例えば日米貿易を考える場合には如何に単位根検定結果に無矛盾であっ
ても,パー シェ指数である米国GDPデ フレーターを用 いることは不適当か も
れない。
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盾 しやすい傾向が顕著に認め られた。例えば,本 稿で用いたデータでは複数
の検定結果が無矛盾だった指数は米国のGDPデ フレーターのみであ った。
一方,米国消費者物価指数では矛盾が甚だ しいため,和 分次数の決定が不能
な事態に陥った。他の物価指数についても検定結果に若干の矛盾が発生 して
いる。 これは,指数変数の時系列的パフォーマンスの不安定性を示唆 してい
ると考えられる。
それに対 して指数形式ではないコールレー トや為替 レー ト等は,検定結果に
矛盾を生 じていない。
非定常時系列モデルによる経済実証分析は近年盛んな分野である。特に共
和分を利用 した分析においては,モ デル内の和分次数が1(1)で統一されて
いることが分析の前提として重要である。このような事情を考えると物価指
数の和分次数不安定であること。和分次数がどうにか決定できる場合におい
ても,1(1),1(0)の2パターンが見受けられることは大きな問題 と考え ら
れる。非指数変数は安定的に1(1)であるため,物 価指数 と非物価変数が混
在するモデルで非定常分析を行なう場合にはきわめて慎重に物価指数を選択
しなければならない。 この和分次数の統一問題に加えて,モデルインプリケー
ションや変数の意義に関する考察が必要なことを思えば実証モデルに利用可
能な変数はさらに限定される。本稿では,日経商品指数42種と米国の総合
卸売物価指数,農業の卸売物価指数が物価指数の中では比較的安定的なパフォー
マンスを示 した1(1)変数である。なかで も特に矛盾の少なかったのは農業
卸売物価指数である。 しか し,分析対象 と目的によっては産業分野の限定 さ
れたこの指数 は利用が適当でないこともあろう。以上の結果から,経済実証
分析においては計量的性質 とモデルインプ リケーションの両面からのデータ
検証が重要であり,と りわけ物価指数をどう扱 うかにっいては慎重な対応が
必要であると考えられる。
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資料1:グ ラフ
LCPI
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資料2-1二ADF検定の結果
Ho:変数は単位根を持っ,H,:変数は単位根を持たない,
変数(1ag) 基準年 z τα z,
ムgdp(5) 一 3.36 一2.14 一1 .24
LCR(1) 一 0.59 2.43 1.64
LEXR(1) 一 一1 .27 一1 .19 一2.39
LpgdpA(2) 92 1.27 一2.40 0.57
LwpiA(1) 82 1.92 一4 .41'零 一2.22
LcpiA(3) 82-84 1.04 一2 .91零 一2 .15
LpagA(1) 82 1.10 一3 .45' 一3 .48零
LPGDP(10) 90 1.52 一5 .70零事 一4 .64`'
LWPI(1) 95 0.84 一4.00韓 一3 .49`
LCPI(4) 95 1.・ 一4.49" 一4 .00`
乙142(6) 70 一 〇.79 一 〇.30 一2 .01
Lpind(1) 95 0.76 4.25" 一3 .78'
資料2-2:階差変数に対するADFテ ス トの結果
Ho:変数は単位根を持つ,H,:変数は単位根を持たない,
変数(lag) z τα 馬
DLgdp(2) 一2.71" 一4.00鱒 一4.07"
DLCR(1) 1.13 0.58 0.01
DLEXR(0) 一7.60" 一7.70" _7 .69零8
DLpgdpA(1) 一〇.99 一1 .77 一3 .89韓
DLwpiA(1) 一2.88" 一3.65" 一4 .91"
DLcpiA(3) 1・1 一2.29 一3 .68'
DLpagA(0) 一8.94" 一9 .04" 一9 .44`
DLPGDP(2) 一2 .23' 一2 .59 一4.32"
DLWPI(0) 一4 .05寧' 一4 .13" 一4.71"
DLCPI(4) 一2 .00ゆ 一2 .45 一4 .02'
DLj42(2) 一4.85" 一4 .82" 一4 .21'
DLpind(0) 一4 .15'寧 一4.24" 一4.82艸
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資料3:PP検定の結果
Ho:変数は単位根を持つ,H,:変数は単位根を持たない,
変数(lag)
gdp(11)
轟CR(20)
箪XR(3)
匹pgdpA(13)
脚M(5)
挽piA(10)
Za
一1.02
13.41
一1.99
一1.36
一3
.15'
一1.38
変数(1ag) Za
LpagA(5) 一10.04"
LPGDP(4) 一4.33"
LWPI(3) 一8.12鱒
LCPI(9) 一3.90"
Lj42(6) 一7 .24鱒
Lpind(3) 一8 .46韓
資料4-1:構造変化ありADFテ ス トの結果
Ho:変数は単位根を持つ,H,:変数は単位根を持たない,
変数(lag)
Lgdp(5)
LCR(1)
LEXR(1)
LpgdpA(2)
、
LwpiA(1)
LcpiA(3)
LpagA(1)
LPGDP(10)
LWPI(1)
LCPI(4)
Lj42(6)
Lpind(1)
構造変化点
97Q2
95Q2
95Q2
86Q1
91×21
79Q2
・.A
・.A
95Q3
97Q2
80Q1
98Q4
λ
0.9
0.9
0.9
0.5
0.7
0.3
0.9
0.9
0.9
0.9
0.3
0.9
?
一1.93
一1.54
一2.84
1.51
一2.06
一5.11韓
一4.42韓
一4.79鱒
一2.92
一3.96'
一3.70
一3
.81'
資料4-2:構造変化ありADFテ ス トの臨界値
値
値
o.i
一3.75
一4.38
0.2
一3.99
一4.65
0.3
一4.17
一4.78
0.4
一4.22
一4.81
0.5
一4.24
一4.90
o.s
一4 .24
一4.88
0.7
一4 .18
一4 .75
o.s
一4 .04
一4 .70
0.9
一3.80
一4.41
一39一
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資料5:KPSS検定の結果
Ho変 数は単位根を持つ,H,:変数は.単位根を持たない,
変 数:0.15,0.22 検定統計量 階差変数の検定統計量
ムgdp 1.49" 0.13
LCR 1.45" 0.23韓
LEXR 0.55'零 11・:
ムpgdpA 2.60`` 0.37
LwpiA 2.38" 0.21'
LcpiA 2.53" 0.29韓
LpagA 1.21" 0.077
LPGDP 2.10鱒 0.62"
LWPI 1.94韓 0.37"
ムCPI 2.09" 0.57"
ムj42 1.79" 0.22'
ムpind 1.92鱒 0.36'
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